
建設分担関連費
振替額（貸方）

附帯事業営業費
用分担関連費振
替額（貸方）

開発費

開発費償却

株式交付費

株式交付費償却

社債発行費

社債発行費償却

法人税等

電気事業報酬 （ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ） （ ）

合計

様 式 第 七 を 次 の よ う に 改 め る 。

様式第７（第21条関係）
変動範囲関連費明細表

（単位：千円）

水力発電費のうちの総非
アンシラリーサービス費

火力発電費のうちの総非
アンシラリーサービス費 総原子力発電費 総新エネルギー等発電費 非ネットワーク給電費 合 計

計 計 計 計 計 計

固定 可変 固定 可変 固定 可変 固定 可変 固定 可変 固定 可変

役員給与

給料手当

給料手当振替額（貸方）

退職給与金

厚生費

委託検針費

委託集金費
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)

官
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（記載注意）
１ 固有の欄には第７条第１項で整理された金額を、一般の欄には第７条第２項で一般管理費等から整理された金額を記載すること。
２ 帰属方法別の欄には、各項目ごとに、別表第１において定める「直課」、「活動帰属基準」、「配賦」を基に合計の「直課」、「活動帰属基準」、「配賦」による整理の比率を記載すること。
３ 一般電気事業者（沖縄電力を除く。）は、託送料、減価償却費及び電気事業報酬の（ ）内には、電源線に係る費用を内数として記載すること。
４ その他は、様式第１の注１から３までと同様とすること。

様 式 第 三 の 二 中 「 （第19条の３関係 ） 」 を 「 （第19条の４関係 ） 」 に 改 め る 。

様 式 第 四 の 二 中 「 （第19条の４第１項関係 ） 」 を 「 （第19条の５第１項関係 ） 」 に 改 め る 。

様 式 第 五 の 二 中 「 （第19条の５第３項関係 ） 」 を 「 （第19条の６第３項関係 ） 」 に 改 め る 。

様 式 第 六 の 二 中「（第19条の14関係）」 を 「 （第19条の17関係）」 に 、「第19条の６ 」 を「第19条の７」 に 、「第19条の13 」 を「第19条の16」 に 改 め る 。
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